
第６ 疑義解釈 

 

質   疑  回   答  

 

(1) 「ろうあ」に関する認定で，聴覚障

害としては 100dB の全ろうで，言語

機能障害としては「手話，口話又は筆

談では意思の疎通が図れるが，音声言

語での会話では家族や肉親でさえ通

じないもの」に該当する場合，どのよ

うに認定するのか。  

 

(2) アルツハイマー病で，疾病の進行に

より神経学的所見がないにも係わら

ず，日常生活動作が全部不能となって

いるケースを身体障害者として認定し

てもよいか。 

    また，アルツハイマー病による脳萎

縮が著明で，音声・言語による意思疎

通ができないものは，脳血管障害によ

る失語症と同等とみなし，音声・言語

機能障害として認定してよいか。  

 

(3) 音声・言語機能障害に関して，  

  ア 筋萎縮性側索硬化症あるいは進

行性筋ジストロフィー等の疾病に

より気管切開し，人工呼吸器を常時

装着しているために発声不能とな

っている者について，音声機能の喪

失としても認定できるか。（本症例

はすでに呼吸器機能障害として認

定されている。）  

  イ 事故により肺活量が低下し，気管

切開してカニューレ挿入している者

で，将来とも閉鎖できないと予想さ

れる場合については，音声機能の喪

失等として認定できるか。  

 

聴覚障害 2級と言語機能障害 3級（喪失）

との重複障害により，指数合算して 1 級

と認定することが適当である。  

 

 

 

 

 

 アルツハイマー病に限らず，老人性痴

呆症候群は，精神機能の全般的衰退によ

るものであって，言語中枢神経又は発

声・発語器官の障害ではないことから，

これらに起因する日常生活動作の不能の

状態や意思疎通のできない状態をもっ

て，音声・言語機能障害と認定すること

は適当ではない。  

 

 

 

 

ア 筋萎縮性側索硬化症の患者の場合，

呼吸筋の麻痺が完全なものであれば，

喉頭筋麻痺の有無にかかわらず，発声

の基礎になる呼気の発生ができない

ので，喉頭は無機能に等しい。したが

って，音声機能障害の 3 級として認定

することも可能である。 

 

イ 喉頭や構音器官の障害又は形態異

常が認められず，中枢性疾患によるも

のでもないため，気管切開の状態のみ

をもって音声機能障害又は呼吸器機

能障害として認定することは適当で

はない。 



質   疑  回   答  

 

(4) 食道閉鎖症により，食道再建術・噴

門形成術を行ったもので，経管栄養は

行っていないが，誤嚥による肺炎を頻

発している場合は，著しいそしゃく・

嚥下機能障害として認定できるか。 

 

 

(5) 認定基準及び認定要領中，音声機能

障害，言語機能障害，そしゃく機能障

害については，各障害が重複する場合

は，指数合算による等級決定（重複認

定）はしないこととなっているが， 

 ア 手帳における障害名の記載に関し

ては，障害名の併記は可能と考えてよ

いか。 

 イ また，下顎腫瘍切除術後による「そ

しゃく機能の著しい障害」（4 級）と

大脳言語野の病変による「言語機能障

害（失語症）」（3 級）の合併などの場

合は，障害部位が同一ではないことか

ら，指数合算して重複認定（2 級）す

ることが必要となる場合もあり得る

と考えるが，このような取扱いは可能

か。 

 

 

(6) 3 歳時に知的障害の診断を受けてい

る。音声模倣は明瞭な発声で行うこと

ができるが，意味のある言語を発する

事はできない。したがって，家族との

音声言語による意思疎通が著しく困

難である。この場合，言語機能の喪失

として認定してよいか。  

 

 

本症例は，食道の機能障害であることか

ら，そしゃく・嚥下機能障害として認定す

ることは適当ではない。 

 

 

 

 

いずれも可能と考えられる。  

認定基準等においては，舌切除等に伴う

舌機能廃絶によって構音障害及びそしゃ

く・嚥下機能障害を同時にきたす場合な

ど，同一疾患，同一障害部位に対して，異

なる障害区分から判定したそれぞれの指

数を合算して重複認定することは適当で

はないとの原則を示したもので，一般的に

はより重度と判定された障害区分の等級

をもって認定することを意味している。 

しかしながら，この事例のように障害部

位や疾患が異なり（そしゃく嚥下器官の障

害と言語中枢の障害），どちらか一方の障

害をもって等級決定することが明らかに

本人の不利益となる場合には，指数合算を

要する重複障害として総合的に等級決定

することはあり得る。  

 

 

言語機能の障害について，明らかに知的

障害に起因した言語発達遅滞と認められ

る場合は，言語機能の障害として認定する

ことは適当ではない。  

このため，必要に応じて発達上の障害の

判定に十分な経験を有する医師に対し，こ

れが知的障害に起因する言語発達遅滞に

よるものか，また，失語症や構音機能の障

害等によるものと考えられるかの診断を

求め，それに基づき適切に判断されたい。 

 

 


